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RoleandViewofPart-timeStaff
inAdultandCommunityEducation
FromGenderPerspective.
HIRAKAWAKeiko
Anenormousamountofparf-timestaffworksinadultandcommunityeducationinJapan.Their
workplacesarepublichalls,1垂brarlesmuseumsandtheotherinstitutionsofadultandcommunityedu一
cation.Thisisareportof1.performinganalysesondata,2.examiningsystemof``SHAKAI-KYOUI一
KU-SI{IDOUIN(part迂imestaf}'inadultandcomじnunityeducation)"and3.theconsiderationofrole
of
1
part-timestafffromgenderperspective.
AsurveyofiVlinistryofEducationtellsthat53.3%of'publichallstait'arepart-time,andthat37.2
9
%o重part-timesta∬arewomen.Anothersurveytellsthatmorethan90%ofpart-timeworkersarewom一
eninpublicsector.Theyworkunderjobinstabilityandverybadworkingcond重tioninbothofpublic
andprivatesectors,butpart-timcworker曲ouldbetreatedinequalleveltoful1-times症affabout'same
董abor.There;cindirectsexdiscriminationbetweenpart-tlmeworkersandfuU-timeworkers.
Bothoflemerandsta丑'inadultandcommしmityeducatlon,thereishighnumberofpart-timework一
er.Solernerandstaffhavesalneproblemofindirectsexdiscr董nlination.
.
Howeveritispossiblethatpart-timestafl'ofwomensupporderaningofwomeningenderperspec一
tiveandviewofunpaidwork.AnditwihUealsopossiblethatwomenlerllercanbepart-timestaffin
・
administrationofadultandcommunityeducation.
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《個人研究》
社会教育指導員の役割と展望
非常勤職員問題 とジェンダーの視点か ら
平 川 景 子
はじめに
本稿は,明治大学人文科学研究所の研究助成により 「働 く女性の主体形成」を研究テーマ とした複
数の研究論文 の一つである。 これまでに以下の研究経過 を経てい る。
「パー ト労働運動における女性の主体形成一その1自 己形成史を とおして一」(U明治大学社会教
育主事:課程年報』2001)では,「:専業 主婦」 であ った中谷紀子 さんが,学 校 給食パ ー ト調理員 として
働 くなかで矛盾に突き当た り,職場の安全や労働条件の改善に取 り組んでいくなかで,自 分の生き
方 ・家族 との かかわ りのあ り方 を変えてい く過程 をあ とづけた。 これは,一 人の女性の 自己形成史を
とお して,お となの女性が 「働け る自分 を作 り出す」 とい うことはどうい うこ とかを考察 しよう とし
たものであ り,主 婦であるこ とと働 くこ との矛盾 が集約的に現れ るパー ト労働の現 状において,パ ー
ト労働運動によるそれらの克服 ・問題の改善 ・家族や仲間との関係の編みなおしの過程を,女性の主
体形成 ととらえたものである。
「ジェンダーの視点からみた非常勤職員の制度 と専門惟一社会教育関係職員の実態にそ くして一一」
(同前2003)で1ホ,1990年代 に東京23区で非常勤化が進 んだ社会教育関係職 員の働 き方について,ジ
ェンダーの視点から考察したものである。ここでは,社会教育関係職員の非常勤 という雇用形態に女
性が増えつつあることに注目し,図書館の非常勤職員は不安定な雇用 と劣悪な労働条件に置かれてい
るものの,司書資格保有率が高 く,異動がないため専門性を蓄積 していることを検討し,女性の視点
から職員としての新しい働 き方を切 り聞いてい く可能性があることを展望した。
「『男女共 同参画』のなかのアソペ イ ド ・ワーク」(『明治大学 人文科学研究 所紀 要』2003)では ,
国連の開発政策において女性のアソペイド・ワーク(不払い労働)を 可視化する戦略を進めているこ
との意味を考察し,日本では自治体の行う女性承策の中に女性の労働を正当に評価できずにアソペイ .
ド・ワークに頼 って しまっている面があ ることを問題 とした。
本稿では,上記の過程からいくつかの視点 と問題設定を引き継 ぐ。
一つは,社 会教育分野に挙げる職員一学習者の ジェンダー ・バ イアスを問題 とす る視 点であ る。 社
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会教育の現場においては,講 師や職員(社 会教育主事)は 男性,学 習者は女性 というジェンダー ・バ
イアスを長 く持ち続けてきた。 しかしなが ら,近年,社 会教育関係職員の非常勤化 という事態が進行
し,従来の退職校長だけではな く,大学新卒等の若年層や子育て後の中断:再就職の女性が,社会教育
関係職員 として働 く状況が生まれている。前掲の論文で図書館の非常勤職員についてみたように,職
員の女性率が増 えることは,職 員の役割に新たな展望をもたらすことにつながるのではないか。こう
した問題意識にたって,本 稿では社会教育関係職員(非 常勤職)の 中で社会教育指導員をとりあげ,
ジェンダーの視点から制度の現状 と成 り立ちをあ とづけ,職 員 としての役割を考える。
いま一つは,パ ー ト労働を女性の学習課題 として とらえる視点である。社会教育では,戦 前 ・戦後
を通 じておとなの女性の学習を目ざしなが ら,「主婦であること」すなわち性別役割分業を学習課題
としてすえることが十分に行われてこなかった。性別役割分業を学習課題 ととらえることは,単 に主
婦が働 き撫すことを意味するものではない。女性が家庭においても働 く場面においても,なかまとと
もに考 え,判 断 し,主 体的 に生 きる こと,そ のための力 を 自ら育ててい くことにほかな らな い。 しか
し,近年の女性労働は非正規雇用が増加し,「女性が働き続けること」の困難はいっそ う深 まってい
る。それは民間だけの問題ではな く,た とえば上記の3論 文でみたように,学 校(給 食調理)・社会
教育(図 書館司書)・女性政策な どの 自治体公務労働のなかに,女 性の労働を低 く見る構造:,女性労
働 を非正規 化 した り,学 習者・や住民 の 「女性 のア ソペ イ ド ・ワー ク」を前 提 とす る構造 があ る。 さ ら
に,社 会教育関係の非常勤職で働 く女性たちはかって学習者であったという場合もあ り,その上うな
場合 も含め,社 会教育の非常勤職員で働 く女性はまさに 「女性が働 き続けること」をめぐる学習者の
課題を自らの職員 としての課題に引 き受けてい くことになる。
本稿では,女 性が働 く場 としての社会教育非常勤職の問題 と,学習者の学習課題 とも共通する課題
としてのパー ト労働問題について考察する。
1社 会教育職員の現状
社会教育の職員は,法 律あるいは条令により多様な根拠 に基づ く役割が定めら:れている。
法律上は,① 社会教育主事および主事補(社 会教育法9条 の2～6)② 公民館長および主事(同27
～28条)③ 司書および司書補(図 書館法4～6条)④ 図書館長(図 書館法13条)⑤ 博物館長,学
芸員および学芸員補(博 物館法4～6条)の 定めによる職員が専門的職員(専 門職)と して設置され
ている。すなわち施設 ・機関の役割 と,それにもとつ く職員の専門性による区分である。
また,.⑥一般職公務員(地 方公務員法3条 国家公務員法2条)も 社会教育事業の企画 ・実施に
関わっている。さらに,生 涯学習など個別の政策 目的により設置された ⑦財団等の固有職員(条 例
設置)や,⑧NPOな どの職員も学習を組織することがある。以上は,職 員を雇用する組織の設置
者 ・財政基盤 によ る違 いであ る。 ・
他方,上 記の①～⑧を横断して,今 日では雇用形態の異なる職員が多数働いている。A専 任(常
勤)職 員,B臨 時 ・非常勤 ・パー1一職 員,C再 雇用職 員,D委 託 な ど雇用 関 係外の職員 な ど
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が ある。本稿 では,Bに あた る 「非正規雇用」を取 り上げ,1 今日の実態を確認 し,2 比較的早
い時期に国により制度化された社会教育指導員制度を事例 としてその成 り立ちを検討する。さ らに,
3 ジェンダーの視点から社会教育非常勤職員の果たす役割について考察する。
非常勤を含む社会教育職員の計量分析には,次のような先行研究がある。
ア)文 部科学省 「社会教育調査」(以下 「社 会教育調査」)。3年周期 。直近 では2002(平成14)年度
実施。都道府県 ・ 市町村教育委員会を対象に行われる悉皆調査。1
イ)全国社会教育職員養成研究連絡協議会 (祉養協)「生涯学習関係職員養成の総合的研究」中の社
会教育職員任採用研究部会による全国調査 (以下 「社養協調査」)。1998年実 施。全市町村及び東京
23区の3255自治 体に対 して,設 置状況, 労働条件,任採用 についてアンケー ト調査 を行 った。有効
回 答56.8%。2
ウ)佐 藤三三 ・遠藤智恵 了・・佐藤恵子 「青森県社会教育職員調査」(以下 「青森県調査」)。1994年11
月実施。青森県内の社会教育行政にかかわる女性職員対象。意識調査を含む。345人中73人回答。3
α)専 任 ・非専任の割合
表1の 専 任の割合をみ る と,図書館 ・博物館 ・青少年教育施 設 ・女性教育施設は5～6割, 社会体
育施設 は2割 であ り,社会教育施設総体が専任の職員を配置で きないでいる実態を示 している。公
民館職員数は1971年以来過去最高に達しているが,公民館職員の専任比率は2割強であ り,他の社
会教育施設に比べて低い。社会教育の現場はこれらの 「非専任」の職員により据われている部分が相
当に大 きい とい うことであ る。
「社会教育調査」の注によれば ここでい う 「非専任」は, 当該施設以外の常勤の職員で兼任発令さ
れている 「兼任職員」 と, 非常勤の職員として発令されている 「非常勤職員」である。つ まり,5割
の 「非専任」の実態は, 一般行政職の教育委員会への異動に伴う 「兼任発令」 と, 非常勤などの非正
表1 2002年度施設等別職員数
(人)
「 一 一 ・・ 謄"
教育委員
会
公 民 館
(類似施設含
む)
図 書 館
博 物 館(類似 施
設含む)
青少年教育
施 設
女性教育
施 設 体育施設 文化会館 総 数
一 一}　 一 」」一 一 」 「一 」一一〔 ㎜ 一 一
施設等別職員数
一
39,72857,90727,27643,054 8,118 1,068327,04818,198522,397
・ 一 ・ 」 一 一 　
うち女性 9,482 17,40017,35117,116 2,262 832 139,6575,818209,918
・一 一
女性の割合 23.9%30.0%63.6%39.8%27.9%77.9%42.7%32.0%40.2%
専任
一 冒「
29,06314,07516,29023,528 4,063 602 174,88610,37272,879
」一 一 」 皿 「w
} π皿冒皿 冒 一
専任の割合 73.2%24.3%59.7%54.6%50.0%56.4%53.5%57.0%52.2%
w一 冒}胃 冒w 一 ・」 一 「}
兼任 4,662 12,946 1,682 6,775 1,563 183 54,686 3,11985,615一
非常勤
一
6,00330,886 9,30412,209 2,492 303 99,476 4,707174,380
非常勤の割合 15.1%53.3%噛34 .1% 28.4%30.7%28.4%30.4%25.9%33.4%
「平成14年版社会教育調査の概要 (要旨)」より作成。
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規雇用の増加などによる。非常勤職員の割合は,教 育委 員会15.1%,公民館53.3%,図書館34.1%,
博物館2&4%であるので, 公民館の非常勤職員は半数におよび特に高い。
また 「社会教育調査」 によ る と,2002年では社 会教 育主事 が5,383人い るが,う ち女性 は437人
(8.1%)であ る。 同年の学 校基本調査 では小学校教員の女性率62,6%,中学校教 員40.7%であ り,社
会教育主事の女性率はこれらと比べて低い。
社会教育施設や社会教育専門職における非常勤化が進む現状について考える手がか りとして,公務
員数の推移を見てみる。
図1は,民 間の雇用者数 と地方公務員数 ・国家公務員数を比較 したグラフである。昭和42年以
降,民 間のサー ビス業雇用者数 と,卸 ・小売 ・飲食店雇用者数は右肩上 が りで推移 し,金 融 ・保険 ・
不動産雇用者 も微増の傾向にある。これは,近年製造業が減少し,第三次産業に雇用者が移行 してい
る様子 を示 してい るが, その なかにあ って,地 方公務員 ・国家 公務員 とも30年近 く大 きな変動 な く
推移している。公務サービス部門の雇用者が一定数に抑制されているのである。
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図1,2出 典 =総務庁史編集委員会 r総務庁史』agarぎ ょ う せ いpp.145-146.
図2に よれば,人 口1000人あ た りで 日本 と外 国の公務員数 と比較 してい る。 いわゆ る先進資本 主
義諸国のなか にあって, 日本の公務員数はきわめて抑制されていることがわかる。戦後増加する一方
の自治事務に対 して,公 務員定数は厳 しく抑制 されて きた。 このため公務部門では定数外の労働者
(非常勤職員な ど)を雇用することで対応 して きたので ある。 こ こに 「非:専任」社会教育職員の増加
の一因があるのであ り, 自治体財政 とともに公務員人事政策がこうした事態の背景 にあ る。5
(2)指導 員の人数 ・雇用の継続 幽 勤務日数
表2は,経 年で 「社会教育関係指導員数」を示 している (内訳は表3参 照)。非常勤 ・嘱託等の雇
用形態 である 「社会教育関係指導員」の人 数は, 80年代後半に最大になったがその後はやや減少傾
向にあ り,委託等のアウ トソーシソ グが進 行 してい る こ とが懸念 される。 全国で10万人を超える規,
模で 「社会教育関係指導員」が活躍 している事実は依然 として続いている。
「社会教育関係指導員」はほとんどが非常勤 ○ 嘱託等の非正規の雇用形態であ り,有期雇用をやむ
な くさせ られている現実があるが,そうした現実を示す雇用年限 ・ 更新回数 ・勤務 日数 ・勤務時 間 ・
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表2 社会教育関係指導員数
区 分 計(人) うち女性(人)
「冒
女性率(%)
1978(昭和53)年
一 一 」
98,412 13,404
冒一
13.6
.買置
1981(56) 120,747
買 置買 置冒 一
19,709
一
16.3
「}
1984(59)
・一 ・ 「
125,733 24,038 19」
「「 冒
1987(62) 132,661 29,946 22.6
「　 一 　 一
1990(平成2)
齢 」・ 」
113,700
凶 「冒-"
26,277 23.1
π ㎜ 「
1993(5) 119,54C 31,178 26.1
1996(8)
冒
117,57E 30,918
一 「
26.3
T「　
1999(11)
一 104,445 29,571 28.3皿 皿 π}
2002(14) 103,775 30,914 29.8
"」 「「 冒}「　一 ・ }
「文部科学統計要覧時系列版」(文科省HP)に 「同平成14年版Jを
加えて作成。
再雇用か否かなどの,雇用の継続にかかわるデータがここからは得 られない。自治労の組織内調査に
よれば・契約の更新により有期雇用でも 「10年以上は,臨 時職員で13.0%,非常勤 ・嘱託職員 で23.1
%」6が長期間勤続 してお り,他方で契約の更新に上限があって数年で雇い止め となっている人もい
, る。また,… 時保育事業の保育者の ように,事 業 のある ときのみ雇 われる嘱託職 員 もある。 この よう
に,非常勤問題は人数だけでは把握できない雇用 ● 労働条件の問題を含んでいるので,そ うした視点
からの調査が必要である。
既存の調査項 目の限界については,「社叢協調査」 と 「青森県調査」の研究も指摘 しているところ
である。 た とえば, 自治体の非正規雇用は 「非常 勤」「嘱託」「パー ト」「臨 時」 等の名称 と,そ れ と
は別に地方公務員法上の適用条項(3条3項3号 特別職任用,17条正式任用,22条臨時的任用など。
自治体によっては適用条項不明のこともある)が, それぞれ 自治 体ご とに運用 さ;れて いる7。この よ
うな職名と運用条項のずれなどもあって, 1二記 「祉養協調査」の調査報告では,嘱託 ・アルバイトが
含まれているかどうかは明確でない8と して い る。 社会教育の分野で,
員が,何 時間働いてお り,何 年勤続 して いるのか というこ とは,
いo
2003年の労働基本法改正後,採 用時から更新回数に 「2回(3年)」
,
増えている。ほんらい住民の学習を恒常的 ・継続的に支援することが求められる職であっても,短期
問に使い捨てる有期雇用の実聾がある。3～5年 で, 職員 としての力量を培い,住 民 との関係を作 り
ながら実践を展開することはきわめて困難であるのみならず,雇用継続が見込めないなかではその先
に展望を持って実践 とかかわることを不可能にしているといわさるを得ない。
その一一方で,自 治体 によっては勤続 と熟練 を求 める現場の要求 によ
20年と重ねてい る実態 もあ る。 このため, 「非常勤職員の勤続年数がそれ(常 勤職員の勤続年数)を
上回 り,社会教育職員 としての基本的な力量がそこに蓄積されているところさえあると指摘されてい
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る」9のであ り,そ れゆ え 「正規 職 員 よ りいわば専 門職 としての性 格 をよ り強 くもってい る」10とまで
いわれている。 このように,有期雇用を反復更新する形で長期の雇用を継続する社会教育関係の非常
勤職員が相当数いるにもかかわらず,過 去の調査において測定されていない。
(3)社会教育関係指導員の女性率増加と女性職員の職務内容
さらに,表2で は年 々社会教育関係指導員の女性率が増加 しているこ と,24年間にほぼ倍増 して
いるこ とが注Rさ れる。男性の指導員が減少するなか女性は3万 人前後を維持 してい る。社会教育
指導員などの非常勤職は,男 性中心の教員や 自治体職員の退職後の再雇用ボス1・とい う位置付けか
ら,女 性が短 時間働 く職 に移行 しつつあ る とみ るこ とがで きる。n
公務 ・民間 とも,非 正規雇用には女性が多 く従事す る傾向にあ る。民間の雇用動向について,
2005年の 「労働 力調査 」 に よ;れば,男 性 は正規2356万人,非 正規507万人,女 性は 正規1016万人,
非 正規1141万人12とされ る。 つま り,女 性 労働 では男性 に比べ非 正規雇 用への 偏 りが多 く,正 規雇用
を上回っている。一方,自 治体公務労働全体の臨時 ・非常勤職員については,労 働組合の調査で非正
規雇用 の87.1%が女性 とい うデー タがあ る。13
さきの表1の 「社会教育施設等別職員数」の女性率は平均で4割 程度であ り,そ れな りにジェン
ダーのバランスが取れているかのように見える。 しかし,従来からの女性職場である図書館 と女性教
育施設をのぞけば20～30%とな り,社会教育職員全体の女性率はかなり低い。
社会教育の職場で女性が 目立 っている点は,た とえば表2で は女性率が経年で増加傾 向にあるこ
と,表3(次 頁)の 近年の傾向を見ると非常勤の各種指導員の20～30%,婦人教育 ・家庭教育関係で
は50～60%が女性にな っていることがあげ られ る。すなわち,民 間同様に非正規雇用に女性が増加
している傾向が明らかである。
このような社会教育職員の女性率の傾向について,青 森県の実態調査をもとに佐藤三三は 「社会教
育職員は女性職員が少な く,少ない女性社会教育職員の多 くは非常勤の女性たちである。そ してその
多 くが,社 会教育事業を直接担当す るr専門的 ・技術的パー ト』 として第一線 で社会教育を担い,支
えてい る」isと分析 して いる。
表3の2002年度社会教育関係指導員の女{生率は,増 加 しているものの婦 人教育 ・家庭教育関係を
のぞき2～3割程度で必ず しも高 くない。この点においても,よ り詳細な実態の把握が必要ではない
かと思われる。すなわち,勤 務 日数の多い人 と少ない人で男女差が現れる可能性がある。つまり勤務
日数が常勤職員に近い 「専務的(他 に本務をもつことができない)」勤務の臨時 ・非常勤職員に限る
と,女性率が高い可能性がある。佐藤の指摘する非常勤職員は,こ うした専務的勤務に従事する非常
勤職員のことであろう。 これに対 し,月 あるいは年に数 日,事業の求めに応 じて勤務する臨時 ・非常
勤職員がいる。 自治体の非常勤職 としては弁護士や医者などがこれにあたるが,こ れらの職は男性が 、
多 くなる。このため社会教育の現場でも,・たとえば校長退職者と専務酌非常勤の勤務 日数などに格差
があって,前 者に男性が多 くいた場合,非 常勤職全体の女性率が下がってしまうのである。15
このように,指導員の女性率については解明を要する点が多いが,社会教育分野においてもパー ト
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表3 2002年度社会教育関係指導員数
区 分
一 ・
一 一w冒 「一
計(人) うち女性(人) 女性率(%)
社会教育指導員
一 一,一 τ一}一 ・一r一」」一・ 一 」 ・r
5,430
一 一}「 冒 「冒 皿 ㎜
2β05 42.4
体育指導員 55,744 15,568 27.9
一・P」 π冨TT冨 π 酊 π 「 冨 πrπ
各種指導員
実人数(延 べ人数) 42,601 13,041 30.6
青少年教育関係
一 一・・ 「
18,901 6,322 33.4
婦人教育関係 600 405 67.5
」曽 買置 一 一 」rr冒r冒 冒 一一 ・
家庭教育関係
一一
1,507 835 55.4
「・ 曹齢 一 」・ 一 一 ・
社会体育関係 17,73( 4,600 25.9
その他 6,926 2,056
一 「一}
29.7
一 」 「} 一,「
「文部科学要覧平成17年度版」(文科省IIP)よ り作成 。
労働を女性が担う傾向を示している。付言すれば; 施設による職員のジェンダー もあ り,先に見た表
1の特徴に,図 書館及び女性教育施設で女性職員の割合が6割 を超えている, とい うこ とがあ る。専
任 ・非専 任 とも1幽図書館と女性教育施設は 「女性職」 と見 る こ とが で きる。
ま た,表3で は, 指導員の区分 と職務内容の傾向が示 されている。社会教育指導員はその他の指
導 員 よ りも女性率 が高 く,4割 に近 い。 また女性 は, 婦 人教育 ・家庭教育関係の非常勤職に従事して
いる傾 向があ る。
以 上の こ とか ら, ここでは社会教育職員の実態 として,① 公晟館職員の専任比率が2割 超,非 常
勤職員の割合が5割 超であ ること,②有期雇用を反復更新する形で長期の雇用を継続する非常勤職
員が相当数いるにもかかわらず,測 定されていないこと,③社会教育分野において も「専務的非常勤」
を中心に女性がパー ト労働を担う傾向があること,④社会教育指導員はその他の指導員よりも女性率
が高 く,婦 人教 育 . 家庭教育関係の非常勤職に女性が従事:する傾向があること,な どを確認 す る。
2 社会教育指導員の制度問題
社会教育指導員制度は,社 会教育審議会答申 「急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあり方
に ついて」(1971)の,「結 語(5)(社会教育行政の重点)社 会教育のための施設 と指導者は,社 会教
育振興の基盤であ り,その飛躍的充実が図られる必要がある。このため,社 会教育行政当局は,… 中
略…指導者については,民 間指導者を発掘 し,また社会教育行政職員を増員 し,その資質の向上を図
るな どして,指 導者層の大幅な拡充を図るべきである」 を受けて, 1972年度概算要求に盛 り込 まれ
てい る。
設置理由には,(Dとして上記の答申の指摘 と,「〈2>現在,市 町村 には,社 会教育行政職員として社
会教育主事が置かれているが,(ただ し一千…七市町村は未設置)その 数は少な く,その うえ,社 会
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教育行政の企画 ・運営業務に忙殺されるので,こ んごますますその内容が多様化 ・専門化する社会教
育を十分に展開することができない。 このため,こ れ ら社会教育主事のほかに,地 域の実情に明る く
かつ,教 育に関する識見 と豊富な体験を持った人材 を非常勤の社会教育指導員 として登用 し,社 会教
育(社 会体育を含む)の 指導や相談に当たらせることは,地 域の社会教育の振興上極めて有効かつ必
要なことであること。(3)教育に関する識見と豊富な体験 を持 った人材 として,学 校教員の経験者 とく
に定年退職校長を社会教育の指導者 にすることは,学 校教育と社会教育の連けいを強力にすること,
また校壁 が定年退職後必ずしも満足すべき職を得ていない現状からみて,間接的に教員の地位の向
鱒}一 一 一 一 ■
.域⊆璽車っ こと」があげられている。また社会教育指導員の職務 として,「社会教育指導員は,地 域
住民の社会教育活動に対する世話役 として,社 会教育の特定分野の直接指導,学 習相談,団体育成そ
の他社会教育に関する指導 ・助言を行 うもの とする」 とした。勤務の形態は 「非常勤 として,週3
日以上の勤務 とする」 とされた。3か年計画で初年度3,822人,このための必要経費 として9億1700
万円を計上 した とされる。国 ・都道府県 ・市町村一人あたり月額各2万 円で手当合計6万 円であ っ
た 。If
上田幸夫は当時 「社会教育指導員」制度の設置を,「社会教育主事の未設置市町村の解消」,「派遣
社会教育主事」制度,社 会教育主事給与国庫補助,市 町村 における社会教育指導者の充実強化等の一
連の社会教育職員政策のぴとつに位置付け,「国家教育権的発想の もとに,行 政機関主体の社会教育
観 を うち だす こ とで,『指導 体制 の強化』 をね らった もの 」17とした。 と くに,設 置理 由の下線 部の よ
うに,あ からさまに退職校長の 「充て職」 として位置づけ られていたので,「学校教育の管理 ・指導
体制を蛙会教育の場に大h的 に輸出する作用」18を果たすのではないかとして,社 会教育独 自の学習
論 ・職員論を求める立場からは,激 しく批判された制度であった。
社会教育指導員制度にたいするこれらの批判に加えて,こ の ときの制度設計には今 日の社会教育指
導員が直面 している課題につながる,い くつかの問題が指摘で きる。
まず 「設置理 由」②では,社 会教育主事が忙殺されるので,そ の他に指導 ・助言を行 う職を設け る
としているが,社 会教育主事の多忙が問題であれば,本 来,社 会教育主事の職 を増やす必要があった
のである。 しかし,こ れに非常勤職を充て ようとしたのが社会教育指導員制度である。
この ときの根拠条項に,地 方公務員法(以 下地公法)3条3項3号 適用の『「特別職非常勤」を適用
した。これは,弁 護士や学校医などの,月 または年 に数回の勤務(た とえば法律相談や学校健診)を
想定 した条文である とされ,独 自の判断で職務を遂行で きる高い専門性 を持 った人が予定 されてい
た。 この条項を,社 会教育主事の 「補助的業務」に適用 したのであれば,地 公法は公務員の補助のた
めの公務員を予定 していないのであるから,地公法の濫用であろう。そ うではな くて,社会教育指導
員に社会教育主事 ・公民館主事.と「同等」かそれ以上の専門性を持たせ るのであれば社会教育法の改
正が必要であった。…般に非常勤制度は,こ のように立法過程を経ない行政措置 として拡大 ・濫用さ,
れて きた こ とが指摘 され,批 判 され てい る。19
そ して,勤 務 日数についてみれば,上 記の ように文部省(当 時)は 「週3日 以上の勤務」つまり
月12日以上の非常勤 としていた。人事院規則15-12では,非 常勤職員の勤務時間は常勤職員の一週間
崖60
の勤務 時間の4分 の3を 超 えな い程度,つ ま り1日8時 間で 月15日を上限 としてい るが,こ の最 も
常勤に近い恒常的な働き方 を 「専務的非常勤」 と呼ぶ ことがある。2f社会教育指導員制度は,こ の
「専務的非常勤」に近い形で制度設計されていたことを意味する。すなわち,他 に本務を持 って社会
教育の現場でその専門性を発揮するというよりも,社会教育主事の補助 として 「恒常的」に設置され
たとみなされる。勤務 日数から考えても,地公法の本来想定する一時的業務のための非常勤職にくら
べ,社会教育指導員制度は設計段階からあきらかに 「恒常的」であって,こ れを適用することに無理
が あ っ た。
実際には,特別職の適用を受けたのは退職校長の再雇用を予定 したためであった。さきの上田らの
批判はそのことの是非,つ ま り学校教育の管理職の退職再雇用のポス トを社会教育につくったことに
より,社会教育 となじまない学校教育の教育観が持ち込まれた り,管理的な ものの見方が強化される
のでは ないか とい うこ とに向け られている。
この批判が い くつかの点 で現実 の もの となった こともあ り,現 場 の要請が あって,今 日の実態 とし
ては,社会教育指導員に校長退職者が減 り,子育て後の再就職を含む女性や,学 部 ・大学院後の若年
層など,再雇用以外の指導員が増加している。 これは自治体がより柔軟に社会教育指導員制度の運用
を始めたことを示 している。 ところがそれらの場合,そ の処遇に再雇用職 との格差が設け られている
ことがある。ずなわち,社 会教育指導員制度のなかで,同 一労働に対する労働条件の差別化などの問
題 を生 じている。
以上のことから,も ともと地公法上無理がある 「恒常的」な非常勤 という制度設計が,さ らに自治
体の求めに応 じて濫用された結果,こ んにちの社会教育指導員制度が もつ諸問題が引 き起 こされたと
みなけ ればな らない。
3社 会教育非常勤職員の役割と展望一ジェンダーの視点から一
ω 社会教育職員の専門性論
社会教育指導員が,制度設計上の問題をはらみつつ 「特別職」非常勤公務員として位置付けられた
のは,校 長退職者を予定 した 「専門性」のゆえであった。 この 「専門性」にかかわる議論は,非常勤
の社会教育指導員をどのようにとらえ,位置づけるかということにもかかわるものであった。
校長退職者に対 して強い批判があったことはすでに述べたが,そ の批判の内実には,学校教育由来
の専門性が教師が生徒を 「教え導 く」 ものであって,社 会教育 という 「国民の自己教育 ・相:互教育」
のいとなみになじまない,社 会教育固有の専門性が必要だ とする考え方があ った。 これは,派遣社会
教育主事制度批 判 と共通する考え方であった。また,管理職の再雇用について 「勤評 ・学テ反対闘争
などを抑圧し妨害してきた経歴の持ち主」2且とみる当時の政治的状況があ り,先に見たように 「国家
による指導体制の強化」 と考えられた。
とくに前者の議論,学 校教育ではな く 「社会教育職員の専門性」を求める論は,常勤専門職の職務
の確立を目指 してきた。そして非常勤職員については,雇 用の不安定 と労働条件の劣悪さが指摘さ
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れ,「正規職員 化」が 目指 されて きた。22すなわち,本 来 は 「あ っては な らない非常勤」で あ るが,や
むな く設置されていると見 られてきたのである。
常勤職員である社会教育主事 ・公民館主事の 「専門性」は,社 会教育法制定当初か ら 「指導者」論
と 「職員」論の混在があ ったことが指摘され23,社会教育職員が固有に果たすべ き役割の創出 ・描出
がめざされた。1960年代以降,社 会教育職員の不当配転撤回闘争 とかかわって,画家の教育権にた
いする 「国民の学習権」論が提起され,そ のなかで,社会教育労働 ・自治体労働 として職員が果たす
役割や,社会教育主事 と公民館主事の役割の異同(た とえば行政職員 と施設職員 として)な どが議論
されている。 さらに,80年代の 「社会教育の終焉」論等の社会教育職員不要論 とそれに対する批判,
また近年は社会教育実践ないし学習過程をどうとらえるか という問題などとかかわって,「社会教育
職員の専門性」をめ ぐる議論は繰 り返 し社会教育研究のテーマに据えられている。ここでは学習との
関係で社会教育非常勤職員の役割 を考察 し,「専門性」を考える視点の拡大を目指 したい。
② 非常勤職員の労働の特徴一パー トタイム労働一
上記の常勤専門職の確立をめさす議論においては,非 常勤職員についてまったく触れられないか,
社会教育職員…般に含まれるかたちで議論されている。常勤職員 と異なる非常勤職員の 「専門性」は
あるのだろうか。結論から言うと,筆者は下記の理由により,非常勤職員固有の 「専門性」はないと
考えている。 しかし,これまでに見たような非常勤職員の実態から,学習に関与する役割や機能にお
いて職員の役割の新 しい方向性を見出そうとするものである。
「非常勤」「常勤」の違いは,目 木では 「雇用形態」の違いといわれるが,現在の雇用慣行において
「雇用形態」 とは労働時間による労働条件の格差である。労働条件を除けば,「非常勤」「常勤」の違
いは労働時間の濯いである。
非常勤職員の勤務時間が常勤職員 より短い点について,遠 藤智恵子は,非 常勤職員が 「勤務時間が
短 く,勤務時間内で多 くを期待することは困難な状況にある」「指導員は,正 規職員に比べ,確 かに
行政 の枠 内にす っか り入 り込 んで いない点 でメ リッ トを もってい る。 しか し,仕 事 を うま く遂 行 して
いくには,時 間的に不十分である」24と評価 と問題点を指摘 している。だが,労 働時間が短 くても学
ノ
習や組織に意味ある働 き方 も考 えられるのではないだろうか。
「時間的に不十分」 ということは,① 期待されている仕事量が決め られた労働時間を上回る,②有
期雇用のために必要な経験を得 ら:れるまで仕事が継続で きない,と いった理由が考えられる。つまり
非常勤職員の 「専門性」や 「能力」の問題ではな く,労働条件の未整備を問う見方である。これに対
し,日 本では,「パー トは半 人前 」 とい う考え方が社会 通念 として根強い が,本 当にそ うなのだ ろ う
か。 仮に,「パ ー トは半 人前 ではな い」 とすれば(あ るいはその よ うに期待す るな らば),ま ず,《仕
事の質を保障する研修が行われているか》 ということが問われよう。常勤職員 と同様に非常勤職員に ・
時間内研修を認めている自治体は,ほ とんどない。担当した講座運営について,ふ り返 って考える時
間的余裕も与えられない。その上,概 して非常勤職員は各職場に一人配置され,孤 立化の中で職員集
団も形成 しがたい。常勤職員 との間に深い溝 ・差別感を感 じている場合 もある。そうした状況の中
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で,職 場の人員削減 によ り,常 勤職員 と同 じ質の業務を期待 され,住 民 ともっ ともかかわる第一一線で
社会教育を支えているのである。労働時間が短いからこそ,よ り手厚い研修制度が必要 とされている。
非常 勤職員の労働時間 が十分 でない,と する見方は,た とえばワーク ・シェア リン グ とい う考 え
:方26を導入す ることで変 えてい くこ とがで きる。 ワーク ・シェア リングには,職 場 において ひとつの
仕事を複数で担い合 うという意味 と,そのような短時間労働を可能にするために職場 と家庭を男女が
担 い合 う とい う方 向性があ る。「8時間働 くことが唯一 まっとうな働 き方だ'」とする考 え方 を見直 し,
性別 に よる役割分業 が男女 とも生 きがた くしていることを変 えてい くための一つの方法 として,男 女
とも短時間で働 く社会が考えられるのではないだろうか。こうした視点に立つと短時間公務員制度が
展望される。そして,そ の際に労働時間に比例 して報酬 ・休暇等を付与する 「均等待遇原則」が不可
欠 となる。
さらに,佐藤の指摘するように元来社会教育が 「男の職場」であったために,女性が持つ可能性が
引 き出されていない問題もあるのではないか。少子化 ・高齢化が自治体の重要課題 となり,それらの
講座は た くさん開催 されている。であればこそ,た とえばア ンペ イ ド ・ワー クで女性 が子育て ・介護
を担 うこ と,女 性 が感 じている生 きがた さ,そ の両方を問題 とみ る見方 に立ち,し か しなが ら子 ども
や高齢者の身近にいてもっともそれらの課題を現実の問題 として とらえている,そ うした経験を持つ
女性が社会教育分野で職員として発揮できる力量があるのではないか。
筆者は,社 会教育の非常 勤職員 に,ア ソペ イ ド ・ワークを担 って きた女性,す なわち専業主婦の中
断再就職型の雇用が相当数あるもの と仮定 してお り,社会教育の現場で専業主婦 ・子育て ・介護の経
験(家 庭内の不払い労働=ア ソペ イ ド ・ワー ク)が,職 務経験(ペ イ ド ・ワーク)と ともに評価され
る方向を展望 している。 もちろん,そ のためには非常勤職員に向けた じゅうぶんな研修機会が保障さ
れる必要がある。
ア ンペ イ ド ・ワー クの経験 をもつ人が社会教育労 働を担 ってい くこ とは,そ れが学習課題 にかかわ
りが深 い という ことだけでな く,ア ソペ イ ド ・ワー クの視点か ら社会教育 を見直す,と い う意味 もあ
る。現在,生 涯学習ボランティアなど教育にかかわるボランティア活動や,PTA活動などの社会教
育活動が行われている。それらのなかには,短時間であっても報酬を得て行われるべき活動はないだ
ろうか。あるいは,無報酬の活動にジェンダーの偏りはないだろうか。社会教育における学習の深ま
り,活 動の積 み重ね が,ペ イ ド'ワ ニクにつながる方向性が求め られ る。
(3)「パー ト」は学習者 ・職員 に共通 する女性問題
EC加盟国ではパー トタイム労働を差別的に取 り扱わず 「均等待遇」をめざす方向にあるが,田本
の 「パー ト」 は極端 に劣悪 な労働条件 におかれてい る。 日本のパー ト差別 において 「パー トは安 くて
あた りまえ」 と考 えられてい るように,'「特定の グルー プの人 々に不利な結、果を もた らす,正 当性の
ない基 準や条件」 を 「間接差 別」2アとい う。 だか ら,1章 にみた ように,民 間 ・公務 ともパー ト労働
者の9割 を女性が占める日本の現状は,「間接性差別」である。「パー ト」「非常勤」 という性中立的
な基準が,特定のグループ(女性)に不利な結果をもたらしているためである。
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そして,「間接性差別」 という考え方 に立てば,「パー ト」は社会教育の非常勤職員のみならず,学
習者の女性 に共通する課題 ととらえることができるのではないか。
社会教育で学ぶ女性のうち,先 のデータに従えば 〈仕事をもって働 く女性〉の半数は非正規雇用 と
い うこ とにな るが,学 ぶ こ とがゆ とりを もって で きる働 き方(短 時 間労 働)と い う意 味 では,も っ と
多 くの割合で非正規雇用の女性が学んでいると思われる。 また,専 業主婦が働 き出そうとするステッ
プ として学習機会を求めることが少な くないが,現 実には育児等による中断後の:再就職が可能な仕事
は 「パー ト」 であ るこ とが多い。 この よ うに,女 性の学 習者の生活実態 は 「パ ー ト」問 題 と向 き合 わ
ざるを得ない現実にある。
女性の学習が,「間接性差別」を含む性差別を克服 しジェンダー平等な社会を形成 してい くことを
展望するためには,「パー ト」問題への とりくみは避けて通れない課題である。
ところで,さ きに 《社会教育指導員はその他の指導員よりも女性率が高 く,婦人教育 ・家庭教育関
係の職務に従事する傾向があること》をみたが,い いかえると,女性の社会教育指導員が婦人教育 ・
家庭教育関係事業の企画 ・運営にかかわっているということになる。
これについて遠藤知恵子は,従 来男性が担 っていた婦人教育 ・家庭教育の仕事が 「婦人対象事業は
女性の仕事」 とされつつある傾向について,女 性問題を 「切実に自分の問題 として抱えている人自身
に よって 自覚化 さ=れ,学習 組織化 の 援助 が な され る こ とが望 ま しい 」28と見て い る。 もち ろん ,男
性 ・常勤職員にとっても,た とえば配偶者の問題 として女性問題を現実的にとらえる契機はあるだろ
う。 しか し筆者も遠藤 と同様に,「学習者 と共通する課題を切実に自覚している人」が学習援助の職
につくことに,積 極的な意味があると考える。 とりわけ差別の問題を学習課題 とする場合,課 題にた
い す る当時者性 は,職 員 と して働 くときに意 味 を持 つ であ ろ う。 そ うであ れば,「パ ー ト」 問題 を
「自分の問題 として抱えている」非常勤職員が,そ れを学習者の生活課題 として受け止め学習を組織
してい くこ とも,望 ま しいこ となのでは なかろ うか。
本論では,社 会教育非常勤制度の現状を分析 し,成立過程を跡づけることから,女性労働,パ ー ト
労働 としての特質を考察 した。そのことは,こ んにち女性の学習者が置かれている 「間接性差別」の
',
状況 と共通す ることを認め,「学習者 と共通する課題を切実に自覚している人」が学習の組織化にか
かわ る ことを重要な こ ととと らえ た。
従来,と もすると社会教育職員一般に くくられて議論 された り,周辺領域 として置 き去 りにされた
りしてきた非常勤職員の役割について,学 習者 と共通する性(ジ ェンダー),生活の経験を,学習の
組織化につなげることに意義を見出すものである。すでに,非 常勤職員にはかつて社会教育の講座や
自主グループで学んだ経験を持つ女性がいる。そうした女性が学習の組織者 となってい く可能性をひ
らく制度 として,非 常勤制度を積極的に位置付けることがで きるのではなかろうか。いわば学習者か'
ら職員への転換 ・結節点 として,非 常勤職員を位置づけるとい う見方である。
量
さらに,非 常勤職の女性率が上昇 していることを学習経験のある女性が非常勤職についている状態
の現わ れ と見 るな らば,女 性が社会教育行政 に入 ってい くこ とが,ジ ェンダーやア ソペ イ ド ・ワー ク
亘64
の視点から社会教育行政を見直すことにつながる可能性がある。かつて 「男の職場」 といわれてきた
社会教育にも女性の視点が持ち込まれることに意味を見出すことがで きるだろう。
社会全体の性別役割分業を流動化させ,仕 事 と家庭を男女が担い合 う戦略 として,「正規職員化」
を目指すだけでな く,パー トタイム労働を均等待遇 にしてい く展望が必要である。労働者が労働時間
を自己決定 し,生活のあ り方を変えてい くことが可能になれば,主 体的に学習に時間を振 り向けるこ
ともできる。均等待遇原則は,男 女の関係を組み替えるとともに,く らし ・学びのあ り方を変えてい
く可能性 も秘めている。
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